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(57)【特許請求の範囲】
【請求項１】
　下記式のカチオン性アンモニウム化合物：
【化１】

Ｒ１、Ｒ２、Ｒ３、Ｒ４、および、Ｒ５は、独立して、Ｈ、任意に置換されたＣ１－２ア
ルキル、任意に置換されたＣ１－２アルキル－ＯＨ、または、任意に置換されたＣ１－２

アルキル－Ｏ－Ｃ１－２アルキル（ここで、ｎは、１または２）；および、
　下記式のスルホンイミドアニオン：

【化２】
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Ｒ６は、－ＦまたはＣ１－３フルオロヒドロカルビルである、
を含む、塩基性イオン液体、ならびに、
　ポリマーを含み、前記ポリマーは、アクリレートポリマー、メタクリレートポリマー、
または、アクリレートポリマーとメタクリレートポリマーの両方の組み合わせを含む、
接着剤組成物。
【請求項２】
　Ｒ１、Ｒ２、Ｒ３、Ｒ４、および、Ｒ５は、独立してＨ、－ＣＨ３、－ＣＨ２ＣＨ３、
－ＣＨ２ＯＣＨ３、－ＣＨ２ＣＨ２ＯＣＨ３、－ＣＨ２ＯＣＨ２ＣＨ３、－ＣＨ２ＣＨ２

ＯＣＨ２ＣＨ３、－ＣＨ２ＯＨ、または、－ＣＨ２ＣＨ２ＯＨである、請求項１に記載の
接着剤組成物。
【請求項３】
　カチオン性アンモニウム化合物は：
【化３】

または、それらの組み合わせである、請求項１または２に記載の接着剤組成物。
【請求項４】
　Ｒ６は、Ｆである、請求項１、２、または、３に記載の接着剤組成物。
【請求項５】
　前記ポリマーは、アクリル酸、Ｃ１－１４ヒドロカルビルアクリレート、または、Ｃ１

－１４ヒドロカルビルメタクリレートモノマーを含む、請求項１、２、３、または４に記
載の接着剤組成物。
【請求項６】
　前記ポリマーは、Ｎ，Ｎ，Ｎ’，Ｎ’－テトラグリシジル－ｍ－キシレンジアミンで架
橋されている、請求項１、２、３、４、または５に記載の接着剤組成物。
【請求項７】
　１）第１の導電性表面、２）第２の導電性表面、および、３）第１の導電性表面と第２
の導電性表面との間に配置された、請求項１、２、３、４、５、または６に記載の接着剤
組成物を含む、構造。
【請求項８】
　前記第１の導電性表面および前記第２の導電性表面のうちの少なくとも一方がＤＣ電源
と電気的に連通し、閉鎖可能な電気回路を生成する電源をさらに含み、前記ＤＣ電源が、
約３ボルト～約１００ボルトである、請求項７に記載の構造。
【請求項９】
　前記第１の導電性表面または前記第２の導電性表面は、導電性金属、混合金属、合金、
金属酸化物、混合金属酸化物、プラスチック、炭素質材料、複合金属、または、導電性ポ
リマーを含む、請求項８に記載の構造。
【請求項１０】
　前記導電性金属は、アルミニウムを含む、請求項９に記載の構造。
【請求項１１】
　前記導電性表面への起電力の印加が、前記接着剤組成物の接着を減少させる、請求項８
、９、または１０に記載の構造。
【請求項１２】
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　第１の導電性表面が第１の導電層の表面であり、第２の導電性表面が第２の導電層の表
面であり、第１の導電層、および、第２の導電層が約２０ｎｍ～約２００ｎｍの厚さであ
る、請求項８、９、または１０に記載の構造。
【請求項１３】
　前記第１の導電層および前記第２の導電層は、それぞれ基板上に配置され、前記基板は
、木材、ボール紙、ガラス繊維、または、非導電性プラスチックを含む、請求項１２に記
載の構造。
【請求項１４】
　前記接着剤組成物は、前記第１の導電性表面、または、前記第２の導電性表面に対して
、低減された腐食効果を有する、請求項８、９、または１０に記載の構造。
【請求項１５】
　前記低減された腐食効果が、約１５分～約３００時間の期間にわたる高湿度および高温
の条件下で観察可能である、請求項１４に記載の構造。
【請求項１６】
　接着剤層に形成された、請求項６に記載の接着剤組成物；および、
　接着剤層の少なくとも１つの側面上の少なくとも１つの剥離ライナー、
を含む、接着部材。
【請求項１７】
　前記接着剤層の各側に剥離ライナーを含む、請求項１６に記載の接着部材。
【請求項１８】
　接着剤組成物を第１の導電性基材に塗布するステップと、
　接着剤組成物が第１の導電性基材と第２の導電性基材との間にあるように接着剤組成物
を第２の導電性基材に塗布するステップ、
とを含む、請求項６に記載の接着剤組成物を基材に接着する方法。
【発明の詳細な説明】
【技術分野】
【０００１】
　発明者：Ｓｔａｎｉｓｌａｗ　Ｒａｃｈｗａｌ，Ｔｉｓｓａ　Ｓａｊｏｔｏ，Ｙｕｆｅ
ｎ　Ｈｕ，Ｈｏｎｇｘｉ　Ｚｈａｎｇ，Ｐｅｎｇ　Ｗａｎｇ
【０００２】
　（相互参照）
　本特許出願は２０１７年１１月２１日に出願された米国仮出願第６２／５８９、３７３
号の優先権を主張し、その仮出願は、その全体が特定の参照により本明細書に組み込まれ
る。
【０００３】
　（技術分野）
　本開示は表面への適用のための接着剤およびコーティングとして使用するための化合物
および／または材料に関し、ここで、接着剤およびコーティングは、起電力の適用の際に
その表面に害を与えることなく、表面から剥離され得る。また、本開示は、接着剤および
コーティングを表面から剥離するための方法に関する。より詳細には、本開示が接着剤お
よびコーティングに使用するためのカチオン性アンモニウムおよびアニオン性フルオロス
ルホニルイミド組成物に関する。
【背景技術】
【０００４】
　関連技術の説明：
　イオン性液体のようなイオン性組成物は、金属表面のための接着剤のような接着剤とし
て有用であり得る。しかしながら、いくつかのイミダゾリウムスルホニルイミドを含む組
成物は、アルミニウム表面に対して比較的腐食性であり得ることが知られている。
【０００５】
　したがって、金属基板に腐食性を示すことなく表面から剥離することができる新しいイ
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オン組成物が必要とされている。
【発明の概要】
【０００６】
　いくつかの実施形態において、イオン性組成物は、以下を含むことができる：
　式１の少なくとも１つのアミノアンモニウムカチオン：
【化１】

（式１）
Ｒ１、Ｒ２、Ｒ３、Ｒ４、および、Ｒ５は、独立して、Ｈ、任意に置換されたＣ１－５炭
化水素、任意に置換されたヒドロカルビル－ＯＨ、または、任意に置換されたヒドロカル
ビル－Ｏ－Ｃ１－５ヒドロカルビルであり、ｎは、１または２である。
【０００７】
　また、イオン性組成物は、式２および／または式３の少なくとも１つのジスルホニルイ
ミドアニオンを含むことができる：
【化２】

（式２）；（式３）
式中、それぞれのＲ８は、個々に、水素またはフッ素であり、ｎは、整数である。
【０００８】
　いくつかの実施形態は、本明細書に記載されるイオン性組成物を含む接着剤組成物を含
む。
【０００９】
　いくつかの実施形態は、１）第１の導電性表面、２）第２の導電性表面、および、３）
第１の導電性表面と第２の導電性表面との間に配置される、本明細書に記載の接着組成物
を含む構造を含む。
【００１０】
　いくつかの実施形態は、接着剤層に形成された本明細書に記載の接着剤組成物と、接着
剤層の少なくとも１つの側面上の少なくとも１つの剥離ライナーとを含む接着部材を含む
。
【００１１】
　いくつかの実施形態は、本明細書に記載される接着剤組成物を調製する方法を含む。こ
の方法は、フルオロスルホニルイミドアニオンをアンモニウムカチオンと組み合わせるこ
とを含む。
【００１２】
　いくつかの実施形態は、本明細書に記載の接着剤組成物を基板に接着する方法を含み、
この方法は接着剤組成物を第１の導電性基板に塗布するステップと、接着剤組成物が第１
の導電性基板と第２の導電性基板との間にあるように、接着剤組成物を第２の導電性基板
に塗布するステップとを含む。
【００１３】
　本明細書に記載の接着剤層を第１の表面に接着する方法。この方法では、剥離ライナー
を接着部材の接着剤層の側面から除去して接着剤層の表面を露出させ、接着剤層の表面を
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第１の表面に接着させる。
【００１４】
　前述の概要は、例示的なものにすぎず、決して限定的なものであることを意図するもの
ではない。上述の例示的な態様、実施形態、および、特徴に加えて、さらなる態様、実施
形態、および、特徴は、図面、および、以下の詳細な説明を参照することによって明らか
になるのであろう。
【図面の簡単な説明】
【００１５】
　上記および下記の情報ならびに本開示の他の特徴は、添付の図面と併せて考慮した以下
の説明および添付の特許請求の範囲から、より十分に明らかになるのであろう。これらの
図面は本開示によるいくつかの実施形態のみを示し、したがって、その範囲を限定すると
見なされるべきではないことを理解して、本開示は、添付の図面を使用することによって
、さらなる具体性および詳細を伴って説明される。
【００１６】
【図１】図１は、本明細書に記載の化合物の実施形態を組み込んだデバイスの概略図であ
る。
【図２】図２は、本明細書に記載の化合物の実施形態を組み込んだデバイスの概略図であ
る。
【図３】図３は、本明細書に記載される化合物の実施形態の接着品質を試験する際に使用
されるデバイスの概略図である。
【図４】図４は、図３に示されるデバイスにおいて試験される本明細書に記載される化合
物の実施形態の剥離強度密度対時間プロットである。
【００１７】
　図中の要素および構成要素は本明細書で説明される実施形態のうちの少なくとも１つに
従って配置することができ、その配置は、当業者によって本明細書で提供される開示に従
って修正することができる。
【発明の詳細な説明】
【００１８】
　以下の詳細な説明では、その一部を形成する添付の図面を参照する。図面において、同
様の記号は文脈が別段の指示をしない限り、典型的には同様の成分と識別する。詳細な説
明、図面、および、特許請求の範囲に記載される例示的な実施形態は、限定することを意
味しない。本明細書に提示される主題の精神または範囲から逸脱することなく、他の実施
形態を利用することができ、他の変更を行うことができる。本開示の態様は本明細書で一
般的に説明され、図面に示されるように、多種多様な異なる構成で配置され、置換され、
組み合わされ、分離され、設計されることができ、そのすべてが本明細書で明示的に企図
されることが容易に理解されるのであろう。
【００１９】
　一般に、本技術は、表面への適用のための接着剤およびコーティングとして使用するた
めの化合物および／または材料を含み、ここで、起電力の適用の際に、接着剤およびコー
ティングは、その表面に害を与えることなく、表面から剥離され得る。また、本技術は、
基材表面から接着剤およびコーティングを剥離するための方法、および、システムを含む
。さらに、本技術は、接着剤およびコーティングに使用するためのカチオン性アンモニウ
ムおよびアニオン性スルホニルイミド組成物を含む。
【００２０】
　ある態様において、本明細書に記載されるイオン性組成物は、表面への結合のために使
用され得る。いくつかの態様において、イオン性組成物は表面に適用される場合に、表面
上の接着剤またはコーティングが、剥離手順によってそこから除去され得る、表面のため
の接着剤またはコーティングとして構成され得る。イオン性組成物は、表面に結合された
後、表面を損傷することなく除去され得るように構成される。これは、表面を元の状態に
保持するために、表面から接着剤またはコーティングを除去することを可能にするために
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ングが表面を損傷することなく表面から持ち上がることを可能にすることを含むことがで
きる。
【００２１】
　さらに、本明細書に記載のイオン性組成物は、以前のイオン性組成物よりも金属基材に
対する腐食性が実質的に少ないように構成することができる。イオン性組成物は、基板を
腐食させることなく、基板の金属表面に塗布することができる。これは、従来の組成物と
比較して腐食を低減しながら、選択的に剥離可能な接着剤またはコーティングとしてイオ
ン性組成物を受け取るために、金属基材上等のより多くのタイプの表面を可能にすること
によって、実質的な利益を提供することができる。
【００２２】
　いくつかの実施形態ではイオン組成物が記載され、イオン組成物はカチオンおよびアニ
オンを含む。いくつかの実施形態では、カチオンが第１の脂肪族アミンを含むことができ
る。いくつかの実施形態では、第１の脂肪族アミンが２つの置換基を有することができる
。いくつかの実施形態では、脂肪族アミンはアミノ基を含むことができる。いくつかの実
施形態では、カチオンが第２の脂肪族アミンを含むことができる。いくつかの実施形態で
は、第２の脂肪族アミンが３つの置換基を有することができる。いくつかの実施形態では
、第２の脂肪族アミンがアンモニウム基を含むことができる。
【００２３】
　いくつかの実施形態において、カチオンは、以下の式１によって記載される：
【化３】

（式１）
　ここで、Ｒ１、Ｒ２、Ｒ３、Ｒ４、および、Ｒ５は、独立して、Ｈ、任意に置換された
Ｃ１－５ヒドロカルビル（例えば、Ｃ１アルキル、Ｃ２アルキル、Ｃ３アルキル、Ｃ４ア
ルキル、Ｃ５アルキル、Ｃ２アルケニル、Ｃ３アルキニル等）、任意に置換されたＣ１－

５ヒドロカルビル－ＯＨ（例えば、－ＣＨ２－ＯＨ、－Ｃ２Ｈ４－ＯＨ、－Ｃ３Ｈ４－Ｏ
Ｈ等）、または、任意に置換されたＣ１－５ヒドロカルビル－Ｏ－Ｃ１－５ヒドロカルビ
ル（例えば、Ｃ２Ｈ４－Ｏ－ＣＨ３、－Ｃ２Ｈ４－Ｏ－Ｃ２Ｈ５、－Ｃ３Ｈ６－Ｏ－Ｃ２

Ｈ５等）であり、ｎは、１または２である。式１において、カチオンは、アミノ基、およ
び、アンモニウム基の両方として記載することができる。用語「アミノ」は、非荷電化学
基を指す：

【化４】

【００２４】
　「アンモニウム」という用語は、正に荷電した化学基を指す：
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【化５】

【００２５】
　いくつかの実施形態では、アニオンが以下の式２によって記載されるビス（スルホニル
）イミド（またはスルホニルイミド）である：

【化６】

（式２）、
ここで、Ｒ６は、フルオロ（－Ｆ）、または、Ｃ１－３フルオロヒドロカルビルである。
【００２６】
　いくつかの実施形態において、アニオンは、以下の式３によって記載されるビス（スル
ホニル）イミド（またはスルホニルイミド）である：
【化７】

（式３）
式中、Ｒ８はフルオロ（－Ｆ）、または、Ｈであり、ｎは、０、１、２、３、４、５、６
、７、８、９、または、１０である。
【００２７】
　いくつかの実施形態において、Ｒ１、Ｒ２、Ｒ３、Ｒ４、および、Ｒ５は、独立して、

【化８】

である。
【００２８】
　いくつかの実施形態では、Ｒ１は、メチルである。いくつかの実施形態では、Ｒ１は、
エチルである。
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　いくつかの実施形態では、Ｒ３は、メチルである。いくつかの実施形態では、Ｒ２は、
メチルである。
【００３０】
　いくつかの実施形態では、Ｒ４は、メチルである。いくつかの実施形態では、Ｒ４は、
エチルである。
【００３１】
　いくつかの実施形態では、Ｒ３は、エチルである。いくつかの実施形態では、Ｒ２は、
エチルである。
【００３２】
　いくつかの実施形態において、Ｒ１、Ｒ２、Ｒ３、および、Ｒ４は、メチルである。い
くつかの実施形態において、Ｒ１、Ｒ２、Ｒ３、および、Ｒ４は、エチルである。
【００３３】
　いくつかの実施形態では、Ｒ５は、メチル、エチル、

【化９】

である。
【００３４】
　いくつかの実施形態では、アンモニウムカチオンは、
【化１０】

、または、それらの組み合わせである。これらの化合物のための電位置換基は、例えば、
１５～５０Ｄａ、１５～１００Ｄａ、または、１５～１５０Ｄａの分子量を有する低分子
量置換基（例えば、Ｆ、Ｃｌ、Ｂｒ、ＯＨ、ＮＨ２、または、Ｃ１－６Ｈ０－１５Ｏ０－

２Ｎ０－２Ｓ０－１）であり得る。いくつかの実施形態では、これらのアンモニウムカチ
オンの任意の置換基は、Ｃ１－３アルキル、Ｃ１－３Ｏ－アルキル、または、ＯＨであり
、または、上記の構造の任意の水素は、Ｃ１－３アルキル、Ｃ１－３Ｏ－アルキル、また
は、ＯＨで置換されてもよい。
【００３５】
　いくつかの実施形態では、アンモニウムカチオンは、
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【化１１】

、または、それらの組み合わせである。
【００３６】
　いくつかの実施形態では、ビス（スルホニル）イミド（またはスルホニルイミド）アニ
オンは、
【化１２】

である。
【００３７】
　本明細書で使用される場合、任意に置換されているとは、置換されていても置換されて
いなくてもよい基を指す。置換基は、非置換基の水素原子の１つ以上が１つ以上の置換基
によって置換されているという点で、非置換基から誘導される。置換基は、親基構造上に
１個以上の置換基を有していてもよい。置換基は任意に置換されるアルキル、－Ｏ－ヒド
ロカルビル（例えば、－ＯＣＨ３、－ＯＣ２Ｈ５、－ＯＣ３Ｈ７、－ＯＣ４Ｈ９等）、－
Ｓ－ヒドロカルビル（例えば、－ＳＣＨ３、－ＳＣ２Ｈ５、－ＳＣ３Ｈ７、－ＳＣ４Ｈ９

等）、－ＮＲ’Ｒ”、－ＯＨ、－ＳＨ、－ＣＮ、－ＮＯ２、または、水素原子から独立に
選択され、ここで、Ｒ’およびＲ”は、独立に、Ｈまたは任意に置換されるヒドロカルビ
ルである。置換基が「任意に置換される」と記述される場合がその置換基が上記の置換基
で置換され得る。
【００３８】
　いくつかの実施形態では、カチオンは、アミノ基、リンカー、および、アンモニウム基
を含むことができ、アミノ基、および、アンモニウム基は、リンカーによって互いに結合
される。いくつかの実施形態では、組成物は、カチオン、および、アニオンを含むことが
できる。いくつかの実施形態では、アニオンは、ビス（フルオロスルホニル）イミドであ
ってもよい。いくつかの実施形態では、アンモニウムカチオン、および、ビス（フルオロ
スルホニル）イミドアニオンが一般構造のものである：

【化１３】

【００３９】
　いくつかの実施形態では、アンモニウムカチオンは、アミノカチオンとしても記載され
る。
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【００４０】
　いくつかの実施形態において、スルホニルイミドは、また、スルホニルイミド、スルホ
ニルアミドおよび／またはスルホニルアミドとして記載される。
【００４１】
　この概略構造では、例えば、Ｒ１、Ｒ２、Ｒ３、Ｒ４のような、ここで定義されるよう
なＲ基を、または、Ｒ５は本明細書で定義されるような、Ｈ／Ｈまたは代替とすることが
できる。この汎用的な構成には、任意に置換される－ＣＨ２ＣＨ２－または任意に置換さ
れる－ＣＨ２ＣＨ２ＣＨ２－として定義できるリンカーも含まれる。
【００４２】
　いくつかの実施形態では、実施形態のうちの１つの接着剤組成物は、アンモニウムカチ
オン、および、フルオロスルホニルイミドアニオンを含有するポリマーを含むことができ
る。いくつかの態様では、ポリマーは、アクリレートポリマー、アルキルアクリレートポ
リマー、アルキル－アルキルアクリレートエステルポリマー、または、それらの組み合わ
せから選択される少なくとも１つのポリマーを含む。いくつかの態様において、ポリマー
は、アクリレートポリマー、メタクリレートポリマー、または、アクリレート、および、
メタクリレートポリマーの両方の組み合わせを含む。いくつかの態様において、ポリマー
は、アクリル酸、Ｃ１－１４ヒドロカルビルアクリレート、Ｃ１－１４ヒドロカルビルメ
タクリレートモノマーまたはそれらの組合せを含む。いくつかの態様では、ポリマーは、
架橋される。いくつかの態様では、ポリマーは、エポキシ架橋剤で架橋される。いくつか
の態様において、エポキシ架橋剤は、Ｎ、Ｎ、Ｎ’、Ｎ’－テトラグリシジル－ｍ－キシ
レンジアミンである。
【００４３】
　接着剤組成物には、任意の適切な量のイオン性液体を使用することができる。いくつか
の実施形態では、イオン液体またはイオン化合物は、イオン液体とポリマーの全重量の約
０．０～１％、約１～２％、約２～３％、約３～４％、約４～５％、約５～６％、約６～
７％、約７～８％、約８～９％、約９～１０％、約１０～１５％、約１５～２０％、約２
０～２５％、約２５～３０％、約３０～４０％、約４０～５０％、約５０～１００％、約
４．５～５．０％、または約５％である。
【００４４】
　いくつかの実施形態において、アンモニウムカチオン、および、フルオロスルホニルイ
ミドアニオンは、約１：１の比で存在する。
【００４５】
　いくつかの実施形態では、接着剤組成物は、選択的に剥離可能であるように構成される
。いくつかの態様では、接着剤組成物は、起電力の印加下で選択的に剥離可能であるよう
に構成される。
【００４６】
　いくつかの実施形態では、実施形態のうちの１つの接着剤組成物を調製する方法は、フ
ルオロスルホニルイミドアニオンをアンモニウムカチオンと組み合わせることを含むこと
ができる。いくつかの態様において、この方法は、フルオロスルホニルイミドアニオン、
および、アンモニウムカチオンをポリマーと組み合わせることを含むことができる。いく
つかの態様において、本方法は、フルオロスルホニルイミドアニオン、および、アンモニ
ウムカチオンと組み合わされる前、その最中、またはその後にポリマーを架橋することを
含むことができる。
【００４７】
　いくつかの実施形態では、実施形態のうちの１つの接着剤組成物を基板に接着する方法
は、接着剤組成物を第１の導電性基板に塗布するステップを含むことができる。いくつか
の態様では、方法は、接着剤組成物が第１の導電性基板と第２の導電性基板との間にある
ように、接着剤組成物を第２の導電性基板に塗布するステップをさらに含むことができる
。
【００４８】
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　いくつかの実施形態では、接着部材は、接着層に形成された実施形態のうちの１つの実
施形態の接着組成物と、接着層の少なくとも１つの側面上の少なくとも１つの剥離ライナ
ーとを含むことができる。いくつかの態様では、接着部材は、接着層の各側に剥離ライナ
ーを含むことができる。剥離ライナーは、接着層が別の表面に接着され得るように、接着
層の側面を露出させるために除去され得る。
【００４９】
　いくつかの実施形態では、選択的接着材料は、選択的接着材料への起電力の印加が選択
的接着材料の接着を低減するように構成された実施形態のうちの１つの接着剤組成物を含
むことができる。
【００５０】
　いくつかの実施形態では、選択的剥離可能構造は、実施形態のうちの１つの選択的接着
材料の選択的剥離可能層を含むことができ、選択的剥離可能層は、第１の導電性表面と第
２の導電性表面との間に配置される。いくつかの態様において、選択的接着材料は、第１
の導電性表面および第２の導電性表面に接着する。いくつかの態様において、実施形態の
うちの１つの選択的に剥離可能な構造は、第１の導電性表面および第２の導電性表面のう
ちの少なくとも１つと電気的に連絡しており、それと閉鎖可能な電気回路を生成する電源
を含むことができる。いくつかの態様において、電源は、約３ボルト～約１００ボルトを
提供することができるＤＣ電源である。いくつかの態様では、実施形態のうちの１つの選
択的に剥離可能な構造が基板として構成することができる導電性材料を有する第１の導電
性表面を含むことができる。いくつかの態様において、実施形態のうちの１つの選択的に
剥離可能な構造は、基板として構成することができる導電性材料を有する第２の導電性表
面を含むことができる。いくつかの態様において、導電性材料は、金属、混合金属、合金
、金属酸化物、複合金属、導電性プラスチックまたは導電性ポリマーを含む。いくつかの
態様では、導電性材料が導電性金属、混合金属、合金、金属酸化物、混合金属酸化物、導
電性プラスチック、炭素質材料、複合金属、または導電性ポリマーを含む。いくつかの態
様において、導電性材料は、導電性金属を含む。いくつかの態様において、導電性金属は
、アルミニウムを含む。いくつかの態様において、選択的接着材料は、第１の導電性表面
および／または第２の導電性表面に対する腐食効果を低減させる。
【００５１】
　いくつかの実施形態では、選択的に剥離可能な構造は、実施形態のうちの１つの選択的
接着材料の選択的に剥離可能な層を含むことができ、選択的に剥離可能な層は第１の導電
性表面上に配置される。いくつかの態様において、実施形態のうちの１つの選択的に脱着
可能な構造は、第１の導電性表面と電気的に連絡している電源を含むことができる。
【００５２】
　いくつかの実施形態では、選択的に剥離可能な材料は、実施形態のうちの１つのイオン
性組成物および／または接着剤組成物を含むことができる。いくつかの態様では、選択的
に剥離可能な材料は、ポリマーを含むことができる。いくつかの態様では、ポリマーは、
アクリレートポリマー、メタクリレートポリマー、またはアクリレートポリマーとメタク
リレートポリマーの両方の組み合わせを含むことができる。いくつかの態様において、ポ
リマーは、アクリル酸、Ｃ１－１４ヒドロカルビルアクリレートまたはＣ１－１４ヒドロ
カルビルメタクリレートモノマーを含むことができる。いくつかの態様では、選択的に剥
離可能な材料は、接着剤である。
【００５３】
　いくつかの実施形態において、アンモニウムカチオンおよび／またはスルホニルイミド
アニオンと共に本明細書に記載されるイオン性組成物は、ポリマーと共に処方され得る。
ポリマーは、所望の官能性を考慮して、その官能性に基づいて選択することができる。い
くつかの態様において、イオン性組成物中に配合されるポリマーは、アクリルポリマーを
含むことができる。
【００５４】
　いくつかの実施形態では、アンモニウムカチオンおよび／またはスルホニルイミドアニ
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オン等のイオン性組成物中に配合されるポリマーは、接着剤またはコーティングに剥離プ
ロセスを適用すること等によって、選択的に剥離可能である接着剤またはコーティングと
しての使用に適したポリマーであり得る。適切なポリマーはＷＯ２０１７／０６４９１８
、および／または、ＪＰ２０１７－０７５２８９に記載されているポリマーを含むことが
でき、これらは、その全体が特定の参照により本明細書に組み込まれる。いくつかの態様
ではポリマーが０℃未満のガラス転移点を含むことができる、いくつかの態様ではポリマ
ーがアクリルポリマーであることができる。いくつかの態様において、アクリルポリマー
は、式ＲａＣＨ＝ＣＨＣＯ２Ｃｂのモノマーに由来するモノマーユニットを含むことがで
き、ここで、Ｒａは、ＨまたはＣ１－１４アルキル（例えば、メチル、エチル、Ｃ３アル
キル、Ｃ４アルキル、Ｃ５アルキル、Ｃ６アルキル等）であり、Ｒｂは、Ｈ、または、Ｃ

１－１４アルキル（例えば、メチル、エチル、Ｃ３アルキル、Ｃ４アルキル、Ｃ５アルキ
ル、Ｃ６アルキル等）である。いくつかの実施形態では、ポリマーは、アクリル酸、アク
リル酸メチル、メタクリル酸、メチルメタクリレート、または、それらの組み合わせから
誘導される繰り返し単位を含む。いくつかの態様では、アクリルポリマーは、アルキル－
メタクリレートエステルと、極性基を含有するモノマーから誘導されるモノマー単位とを
含有することができる。いくつかの態様では、極性基を含有するモノマー（例えば、極性
モノマー）は、カルボキシル基を含有するモノマーであり得る。いくつかの態様において
、アルキルメタクリレートエステルを含むＣ１－１４アルキル基は、ブチルメタクリレー
トエステルであり、メチルメタクリレートエステル、エチルメタクリレートエステル、プ
ロピルメタクリレートエステル、メチルエチルアクリレートエステル、メチルプロピルア
クリレートエステル、メチルブチルアクリレートエステル、または、他のアルキル－アル
キルアクリレートエステルであってもよい。
【００５５】
　いくつかの実施形態では、ポリマーは、架橋されてもよい。架橋ポリマーは、組成物中
のポリマーのみで架橋されたポリマーを含むことができる。いくつかの態様では、架橋ポ
リマーは、アンモニウムカチオンと化学的に架橋することができる。いくつかの態様では
、架橋ポリマーは、フルオロスルホニルイミドアニオンと化学的に架橋することができる
。いくつかの態様において、架橋ポリマーは、アンモニウムカチオン、および、フルオロ
スルホニルイミドアニオンと化学的に架橋し得る。ポリマーを架橋することができる架橋
剤は、架橋ポリマーを提供するために、所望の特性に基づいて選択することができる。架
橋剤は、アルキル－アルキルアクリレートエステルと共に使用するのに適していてもよい
。架橋剤は、エポキシ架橋剤、例えば、Ｎ、Ｎ、Ｎ’、Ｎ’－テトラグリシジル－ｍ－キ
シレンジアミンであり得る。しかしながら、ポリマーを架橋するために、任意の適切な架
橋剤が使用され得ることが認識されるべきである。架橋剤は本明細書中に記載されるよう
に、選択的接着特性、および、選択的脱結合特性を保持するように選択することができる
。架橋剤はまた、本明細書中に記載される防食特性を保持するように選択され得る。
【００５６】
　いくつかの実施形態では、前述の化合物のいずれかを含むデバイスが記載される。その
ようなデバイスの適切な例は、ＪＰ２０１７－０７５２８９および／またはＷＯ２０１７
／０６４９２５に記載されているようなものであってもよく、その全体が特定の参照によ
り本明細書に組み込まれる。したがって、デバイスは、本明細書に記載の選択的接着剤組
成物を有する導電性基板を含む電子デバイスとすることができる。いくつかの態様では、
デバイスがバッテリを含むことができる。
【００５７】
　イオン性組成物は、本明細書に記載されるような接着層またはコーティング層のような
、基板の表面上の選択的に剥離可能な層として使用することができる。いくつかの態様に
おいて、選択的脱着可能層として構成されたイオン組成物は、第１の導電性表面と第２の
導電性表面との間のような、２つの導電性表面の間に位置するか、さもなければ配置され
ることができる。イオン性組成物から形成された選択的に剥離可能な層は、第１の導電性
表面を有する第１の基板を第２の導電性表面を有する第２の基板に接着するように、第１



(13) JP 6978607 B2 2021.12.8

10

20

30

40

50

の導電性表面と第２の導電性表面との間に接着層（例えば、選択的に接着剤）として適用
することができる。接着層は、接着層を第１の導電性表面および／または第２の導電性表
面から剥離するために実施することができる剥離手順のために、選択的に接着性であると
考えることができる。剥離手順は、第１の導電性基板および／または第２の導電性基板に
、例えば、起電力を介して電気を印加して、接着層をそこから剥離させることを含むこと
ができる。剥離手順は、接着層の接着性を低下させ、第一導電性表面および／または第二
導電性表面への接着性を低下させ、接着層から分離することを可能にする。これにより、
第１の導電性表面を第２の導電性表面から分離することも可能になる。イオン性組成物は
腐食性が低く、剥離手順により損傷を与えることなく表面から除去することができるため
、表面は従来の接着剤と比較して著しく改善された状態に保持することができる。改善さ
れた状態は、表面を有する基板の再使用に有益であり得る。
【００５８】
いくつかの実施形態では、イオン性組成物が導電性金属基材等の金属基材について、腐食
が低減されるか、または腐食がない（例えば、測定不能または検出不能）ように構成する
ことができる。
【００５９】
　ある態様において、イオン性組成物は、本明細書に記載されるような成分を提供され得
る。いくつかの態様では、イオン性組成物は、低減されたルイス酸性度を有する。いくつ
かの態様では、イオン性組成物は、適切なｐＨを含むことができる。いくつかの態様では
、イオン性組成物は、過度に酸性または過度に塩基性でないｐＨを含むことができる。い
くつかの例では、ｐＨは、約５～約９、または約６～約８、または約７の範囲であり得る
。アルカリ性である場合、ｐＨは、約７～約９、約７．５～約８．５、または、約８の範
囲であり得る。
【００６０】
　選択的に剥離可能な層は、剥離された材料が導電性材料または層を全く含まないように
、２つの非導電性材料を互いに接着し、次いで、結合を解放するために使用される選択的
に剥離可能な構造で使用することができる。このタイプの構造は、選択的に剥離可能な層
は、各側面に接着された導電層を含む。次に、これらの接着剤層の各々は、非導電性材料
に接着することができ、それによって２つの非導電性構造間に接着を提供する。次いで、
両方の接着層における接着を減少させるために、起電力を導電層に加えることができる。
したがって、２つの非導電性構造は、最初に導電層または導電材料に接着または付着され
る必要なしに、互いに接着され、次いで分離されることができる。
【００６１】
　いくつかの実施形態において、イオン性組成は、スルオニリミドアニオンに関してアン
モニウムイオンの種々の比率を備えることができる。いくつかの態様において、アンモニ
ウムカチオン：スルホニルイミドアニオンのモル比は、１：１０、１：９、１：８、１：
７、１：６、１：５、１：４、１：３、１：２、１：１、２：１、３：１、４：１、５：
１、６：１、７：１、８：１、９：１、１０：１、１：１０－１：９、１：９－１：８．
１：８－１：７、１：７－１：６、１：１：６、１：５－１：４、１：４－１：３、１：
３－１：２、１：２－１：１、１：１－２：１、２：１－３：１、３：１－４：１、４：
１－５：１、５：１－６：１、６：１－７：１、７：１－８：１、８：１－９：１、また
は、９：１－１０：１であり得る。一態様では、アンモニウムカチオン：スルホニルイミ
ドアニオンの比が１：１、または、実質的に等価であり得、例えば、等価から０．１％、
０．５％、０．７５％、１％、２％、または、５％である。
【００６２】
　ある実施形態において、イオン性組成物は、分子量が減少するように提供され得る。例
えば、分子量は１６０ｇ／モル未満であってもよい。この分子量は、アンモニウムカチオ
ンおよび／またはスルホニルイミドアニオンから形成される物質に対するものであり得る
。
【００６３】
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　図１、および、図２は、第１の導電性表面２０８を有する第１の導電性基板２０６と、
第２の導電性表面２１０を有する第２の導電性基板２０７とを有するデバイス２００を示
す。図１は、選択的接着材料２０３が第１の導電性表面２０８と第２の導電性表面２１０
との間に配置され、これと接触する（例えば、接着される）第１の段階を示す。したがっ
て、結合されると、第１の導電性表面２０８は、選択的接着材料２０３の第１の面に接着
され、第２の導電性表面２１０は選択的接着材料２０３の第２の面に接着される。
【００６４】
　図２は、選択的接着材料２０３は、第１の導電性表面２０８と第２の導電性表面２１０
との間に配置され、かつ接触していない（例えば、剥離されている）第２の段階を示す。
したがって、結合されると、第１の導電性表面２０８は、選択的接着材料２０３の第１の
面から剥離され、第２の導電性表面２１０は、選択的接着材料２０３の第２の面から剥離
される。
【００６５】
　図１および図２に示すように、選択的接着材料２０３は、第１の導電性表面２０８と第
２の導電性表面２１０との間に配置される選択的剥離可能層として構成される。
【００６６】
　選択的接着材料２０３は、本明細書に記載されるイオン性組成物の化合物を含むことが
できる。そのように、選択的接着材料２０３は、第１の導電性基板２０６と第２の導電性
基板２０７との間に配置される選択的に剥離可能な層またはコーティングとすることがで
きる。導電性表面２０８を有する第１の導電性基板２０６、および、導電性表面２１０を
有する第２の導電性基板２０７は、それぞれ、２つの非金属（非導電性）基板または層２
０１、および、２０２上に個別に配置することができる。
【００６７】
　第１の導電性基板２０６、および、第２の導電性基板２０７は介在スイッチ２０５を有
する閉可能な電気回路を完成するために、電源２０４（例えば、ＤＣであってもよいが、
ＡＣであってもよい）と電気的に連通していてもよく、または剥離が望まれる場合に、電
源に取り付けられていてもよい。スイッチ２０５が開いているとき、図１に示すように、
起電力がないので、選択的接着材料２０３は、金属コーティング接着界面とすることがで
きる第１の導電性表面２０８および第２の導電性表面２１０の両方に接着される。スイッ
チ２０５が閉じられると、図２に示されるように、起電力が生成され、２つの基板または
層２０１、および、２０２は選択的接着材料２０３から分離することができ、それによっ
て、選択的接着材料２０３は、第１の導電性表面２０８、および、第２の導電性表面２１
０の両方から分離される。ＤＣ電圧は典型的には約３Ｖ～約１００Ｖとすることができる
が、必要または所望に応じて変化させることができる。
【００６８】
　いくつかの実施形態では、選択的接着材料２０３は、また、電流なしで選択的結合を有
するか、または、電流を用いて選択的結合解除を有する能力のために、選択的結合解除可
能層と参照され得る。材料２０３は、本明細書に記載のイオン組成物から形成することが
できる、選択的に接着性の材料を含むことができる。いくつかの態様では、材料２０３は
、第１の導電性表面２０８と第２の導電性表面２１０とを互いに結合しかつ接続すること
ができ、ここで、第１の導電性基板２０６または第２の導電性基板２０７の導電性材料へ
の起電力の印加は、材料２０３の接着を減少させる。いくつかの態様において、材料２０
３は、少なくとも式１の化合物を有するイオン性組成物を含むことができる。いくつかの
実施態様では、材料２０３は、式１の化合物および式２の化合物を有するイオン組成物を
含むことができる。場合によっては、イオン性組成物は、式２の化合物の代わりに、また
はそれに加えて、式３の化合物を含むことができる。したがって、イオン性組成物は、式
２または式３の少なくとも１つのアニオンを有するかまたは有さない、式１の少なくとも
１つのカチオンを含むことができる。
【００６９】
　理論に束縛されることを望まないが、イオン性組成物によって形成される材料２０３内
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のイオンの移動は、それに電位を印加することによってもたらされ得ると考えられる。導
電性表面（例えば、２０８および／または２１０）に隣接している十分なイオン成分等の
十分な量の移動が行われると、イオン組成物から形成された材料２０３の接着品質が低下
し、導電性表面２０８、２１０の一方または両方を材料２０３から分離することが可能に
なる。
【００７０】
　式１の化合物を、式２および／または式３の少なくとも１つのアニオンを伴って、また
は、伴わずに組み込む選択的接着材料２０３（例えば、選択的剥離可能層）は、第１の導
電性基板２０６と第２の導電性基板２０７との間に配置された選択的剥離可能層またはコ
ーティングとすることができる。
【００７１】
　第１の導電性基板２０６、および、第２の導電性基板２０７は、金属等の任意の導電性
材料とすることができる。第１の導電性基板２０６、および、第２の導電性基板２０７に
使用できる導電性金属の一例は、アルミニウムである。導電性材料は、金属、混合金属、
合金、金属酸化物、混合金属酸化物、導電性ポリマー、導電性プラスチック、または、導
電性炭素質材料等の従来の材料を含むことができる。適切な金属の例には、第１族金属、
および、第４～１５族金属が含まれる。好適な金属の例としては、ステンレス鋼、Ａｌ、
Ａｇ、Ｍｇ、Ｃａ、Ｃｕ、Ｍｇ／Ａｇ、ＬｉＦ／Ａｌ、ＣｓＦ、ＣｓＦ／Ａｌ、および／
または、それらの合金があげられるが、これらに限定されない。いくつかの実施形態では
、導電層（例えば、第１の導電性基板２０６、および、第２の導電性基板２０７）および
／または接着層はそれぞれ、約１ｎｍ～約１０００μｍ、または、１ｎｍ～約１００μｍ
、または、１ｎｍ～約１０μｍ、または、１ｎｍ～約１μｍ、または、１ｎｍ～約０．１
μｍ、または、１０ｎｍ～約１０００μｍ、または、１００ｎｍ～約１０００μｍ、また
は、１μｍ～約１０００μｍ、または、１０μｍ～約１０００μｍ、または、１００μｍ
～約１０００μｍの範囲の厚さを有することができる。いくつかの態様では、厚さは２０
ｎｍ～約２００μｍ、または、１００ｎｍ～約１００μｍ、または、２００ｎｍ～約５０
０μｍとすることができる。
【００７２】
　２つの非導電性基板または層２０１および２０２は、任意の非導電性材料とすることが
できる。いくつかの例は、非導電性木材、ボール紙、ガラス繊維密度繊維板、または、プ
ラスチック、ならびに、任意の他の非導電性材料を含むことができる。いくつかの態様に
おいて、層２０１および２０２は、電気絶縁体とすることができる。いくつかの態様にお
いて、層２０１および２０２は、半導体であってもよい。任意の非導電性基板２０１また
は２０２または半導体基板（例えば、プリント回路基板、ＰＣＢ）は、任意の厚さを有す
ることができ、他の基板、材料、またはデバイスに結合することができる。
【００７３】
　いくつかの実施形態では、選択的接着材料２０３のイオン組成物は、接着剤として構成
されても、コーティングとして構成されても、第１の導電性基板２０６または第２の導電
性基板２０７の導電層に対する腐食効果を低減することができる。減少した腐食効果は、
他のイオン性組成物の腐食効果に匹敵し得る。導電性材料に対する材料２０３の腐食効果
を評価するための適切なプロトコルは、ＡＳＴＭ　Ｇ６９－１２（アルミニウム合金の腐
食電位の測定のための標準試験方法）に記載された手順を含むことができ、これは、特定
の参照により本明細書に組み込まれる。第１の導電性基板２０６または第２の導電性基板
２０７の導電性材料に対するイオン組成物材料２０３の腐食効果を評価するための適切な
代替プロトコルは、材料２０３（例えば、接着剤）と導電性基板（例えば、アルミニウム
箔）との間の界面を、基板の腐食劣化および／または導電性基板（例えば、金属）から材
料２０３への材料の溶解および／または導電性基板の表面の孔食のいずれかの兆候につい
て目視で調べることによって達成することができる。腐食性が観察された場合、以下の表
１に示すように、時間を記録し、試料を腐食性であると示した。
【００７４】
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　いくつかの実施形態では、選択的接着材料は、導電性電極または導電性材料と共に化学
的に安定であり得る。すなわち、選択的接着材料は、電流を伴わない接合段階であれ、電
流を伴わない接合段階であれ、導電性電極または導電性材料に適用される場合に化学的劣
化を回避することができる。したがって、選択的接着材料は、使用中に化学的安定性を有
すると考えることができる。選択的接着材料の安定性は、アルミニウム、ステンレス鋼、
および／または、それらの組み合わせおよび／または混合物上に配置される場合に維持さ
れ得る。いくつかの態様では、選択的接着材料の化学的安定性は、導電性材料と選択的接
着材料との間の望ましくない反応の欠如（または最小限の存在）として定義される。望ま
しくない反応には、例えば、導電性材料の腐食性劣化、選択的接着材料への導電性材料の
溶解、および／または、導電性材料の孔食が含まれ得る。
【００７５】
　幾つかの実施形態において、本記載のイオン性組成物は、導電性材料上に、または導電
性材料に接するときに選択的接着材料として形成され、その結果、それらの汚れが減少ま
たは不在となる可能性がある。いくつかの実施形態では、ニートイオン性化合物（例えば
、アンモニウムカチオンおよび／またはスルホニルイミドアニオン）、または、イオン性
組成物、またはイオン性組成物から形成された選択的接着材料の、導電性材料への直接接
触は、少なくとも１５分、３０分、１時間、３時間、５時間、７時間、２４時間、５０時
間、１００時間、１２５時間、２００時間、および／または３００時間を超える期間にわ
たって、イオン性組成物の腐食劣化がないことを示すか、または、その腐食劣化を最小限
に抑えることができる。いくつかの態様では、ニートイオン性化合物またはイオン性組成
物、または、選択的接着材料を導電性材料に直接接触させることにより、上記の期間のう
ちの１つの間、その腐食性劣化を最小限に抑え、および／または、防止することができる
。いくつかの態様では、ニートイオン性化合物またはイオン性組成物または選択的接着性
物質の電気伝導性材料への直接的な接点が６０℃／９０％相対湿度（ＲＨ）、８５°／８
５％ＲＨ、または９０°／８０％ＲＨ環境、または、湿度、および／または、気温につい
てのそれらの間の任意の領域において、上記の期間、それらの腐食性劣化を最小限にし、
および／または、防止することができる。いくつかの態様では、腐食性劣化がないことを
例示するための適切なプロトコルが導電性材料の表面への完全な浸透がないことを実証す
ることによることができる。一例では、導電性材料が約５０ｎｍの厚さのアルミニウム箔
の導電性シートとすることができ、腐食試験は上記の期間、および／または、環境条件に
対して実施することができる。
【００７６】
　いくつかの実施形態では、本明細書に記載されるイオン性組成物から形成される選択的
接着材料が長期にわたる高湿度および高温の条件下で、上記の導電性基材の腐食を最小限
に抑えるように配合することができる。特に、接着剤組成物はエージングを受けている間
およびエージングを受けた後に、２つのこのような導電性基材を互いに固定された関係に
維持することができる。この耐腐食性は、本明細書に記載される加速老化試験方法ＩＩに
よって検証されており、本明細書に記載される期間、９０℃／８０％ＲＨへの暴露を含む
ことができる。選択的接着材料は、本明細書で提供されるガイダンスによって通知される
ように、当技術分野で知られている技法を使用して製造することができる。
【実施例】
【００７７】
　本明細書に記載されるイオン性組成物および要素の実施形態は、本明細書に記載される
導電性金属層の劣化および/または腐食を低減することが発見された。これらの利点は、
以下の実施例によってさらに示され、これらは本開示の実施形態の例示であることが意図
されているが、いかなる形でも範囲または基礎となる原理を限定することは意図されてい
ない。
【００７８】
　イオン性組成物の合成
　実施例1



(17) JP 6978607 B2 2021.12.8

10

20

30

40

50

　２－（ジメチルアミノ）－Ｎ，Ｎ，Ｎ－トリメチルエチレン－１－アミノビス（フルオ
ロスルホニル）アミド。
【化１４】

【００７９】
　乾燥アセトニトリル（７５ｍＬ）中のＮ，Ｎ，Ｎ’，Ｎ’－テトラメチル－１，２－エ
チレンジアミン（１９．４４ｇ、１６７ｍｍｏｌ）の溶液を、氷水浴中で冷却された圧力
反応器に入れた。臭化メチルガス（１０．００ｇ、１０５ｍｍｏｌ）をゆっくりとバブリ
ングし、反応器を密閉し、室温に保った。白色沈殿物が数分以内に形成し始めた。２時間
後、反応混合物をエチルエーテル（２００ｍＬ）で希釈し、濃い沈殿物を形成させた。混
合物を１５分間撹拌した。固体を濾過し、エチルエーテルで洗浄し、真空オーブン中で乾
燥させて、２－（ジメチルアミノ）－Ｎ，Ｎ，Ｎ－トリメチルエチレン－１－アミノブロ
ミド（２０．７７ｇ、収率９４％）を得た。
【００８０】
　２－（ジメチルアミノ）－Ｎ，Ｎ，Ｎ－トリメチルエチラン－１－アミノブロミド（９
．５４ｇ、４５．２ｍｍｏｌ）、ビス（フルオロスルホニル）イミドカリウム塩［ＫＦＳ
Ｉ］（９．９０ｇ、４５．２ｍｍｏｌ）、および、乾燥アセトン（６０ｍＬ）の混合物を
、アルゴン下、５０℃で４時間撹拌した。次に、混合物を室温で一晩放置した。固体を濾
別し、溶媒を減圧下で除去して油状物質を得た。少量の固体物質が、室温で一晩貯蔵する
とフラスコの底に分離した。液体をデカンテーションによって分離した。ＮＭＲスペクト
ルは、純粋な２－（ジメチルアミノ）－Ｎ，Ｎ，Ｎ－トリメチルエチレン－１－アミノビ
ス（フルオロスルホニル）アミド（１２．９６ｇ、収率９２％）であることを証明した。
1H NMR (d6-DMSO) δ: 3.41 (t, J = 6.2 Hz, 2 H), 3.10 (s, 9 H), 2.63 (m, 2 H), 2.
20 (s, 6 H).
【００８１】
　実施例２
　２－（ジメチルアミノ）－Ｎ－エチル－Ｎ，Ｎ－ジメチルエタン－１－アミノビス（フ
ルオロスルホニル）アミド。
【化１５】

【００８２】
　乾燥アセトニトリル（７５ｍＬ）中のＮ，Ｎ，Ｎ’，Ｎ’－テトラメチル－１，２－エ
チレンジアミン（１５ｍＬ、１００ｍｍｏｌ）の溶液を圧力反応器に入れた。臭化エチル
（３．７ｍＬ、５０ｍｍｏｌ）を加え、反応器を密封し、６０℃で１６時間加熱した。揮
発性物質を減圧下で除去した。残渣をエチルエーテル（２００ｍＬ）で粉砕すると、濃密
な沈殿が生じた。固体を濾過し、エチルエーテルで洗浄し、真空オーブン中で乾燥させて
、２－（ジメチルアミノ）－Ｎ－エチル－Ｎ，Ｎ－ジメチルエタン－１－アミノブロミド
（１０．５８ｇ、収率９４％）を得た。
【００８３】
　２－（ジメチルアミノ）－Ｎ－エチル－Ｎ，Ｎ－ジメチルエタン－１－アミノブロミド
（８．０２ｇ、３５．６ｍｍｏｌ）、ＫＦＳＩ（７．８０ｇ、３５．６ｍｍｏｌ）、およ
び、乾燥アセトン（１００ｍＬ）の混合物を、アルゴン下、６０℃で２時間撹拌した。室
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温まで冷却した後、固体を濾別し、溶媒を減圧下で除去して油状物質を得た。酢酸エチル
（２００ｍＬ）中の粗生成物の溶液を水（１００ｍＬ）で洗浄し、硫酸ナトリウムで乾燥
させ、減圧下で濃縮して、純粋な２－（ジメチルアミノ）－Ｎ－エチル－Ｎ，Ｎ－ジメチ
ルエタン－１－アミノビス（フルオロスルホニル）アミド（９．６０ｇ、収率８８％）を
得た。1 H NMR (d6-DMSO)δ: 3.38(q, J = 7.2 Hz, 2 H), 3.35(t, J = 6.2 Hz, 2 H), 3
.03(s, 6 H), 2.62(t, J = 6.2 Hz, 2 H), 2.20(s, 6 H), 1.24(t, J = 7.2 Hz, 3 H)。
【００８４】
　実施例３
　２－（ジエチルアミノ）－Ｎ，Ｎ，Ｎ－トリエチルエチレン－１－アミノビス（フルオ
ロスルホニル）アミド。
【化１６】

【００８５】
　乾燥アセトニトリル（６５ｍＬ）中のＮ，Ｎ，Ｎ’，Ｎ’－テトラエチルエタン－１，
２－ジアミン（１０．１ｇ、５８．６ｍｍｏｌ）の溶液を圧力反応器に入れた。臭化エチ
ル（４．７９ｇ、４３．９６ｍｍｏｌ）を加え、反応器を密封し、６０℃で１６時間加熱
した。揮発性物質を減圧下で除去した。残渣をエチルエーテル（７５ｍＬ）で粉砕し、粗
生成物をゆっくりと再結晶させた。白色結晶を濾別し、エチルエーテル（１００ｍＬ）で
洗浄し、室温で２時間真空オーブン中で乾燥させて、２－（ジエチルアミノ）－Ｎ，Ｎ，
Ｎ－トリエチルエチレン－１－アミノブロミド（１１．２２ｇ、収率６８％）を得た。
【００８６】
　２－（ジエチルアミノ）－Ｎ，Ｎ，Ｎ－トリエチルエチラン－１－アミノブロミド（５
．６１ｇ、１９．９ｍｍｏｌ）、ＫＦＳＩ（４．３７ｇ、１９．９ｍｍｏｌ）、および、
乾燥アセトン（１００ｍＬ）の混合物を、アルゴン下、５０℃で２時間撹拌した。室温に
冷却した後、固体を濾別し、溶媒を減圧下で除去して、粗生成物を得た。ジクロロメタン
（７５ｍＬ）を粗生成物に加え、一晩放置した。微細な白色沈殿を濾過し、濾液を減圧下
で濃縮して、純粋な２－（ジエチルアミノ）－Ｎ，Ｎ，Ｎ－トリエチルエチレン－１－ア
ミノビス（フルオロスルホニル）アミド（７．１４ｇ、収率９４％）を得た。1 H NMR (4
00 MHz, DMSO-d6)δ 3.29(q, J = 7.2 Hz, 6H), 3.23(t, J = 6.9 Hz, 2H), 2.68(t, J =
 6.8 Hz, 2H), 2.58 - 2.44(m, 4H), 1.19(t, 9H), 0.98(t, J = 7.1 Hz, 6H)。
【００８７】
　実施例４
　３－（ジメチルアミノ）－Ｎ－エチル－Ｎ，Ｎ－ジメチルプロパン－１－アミノビス（
フルオロスルホニル）アミド
【化１７】

【００８８】
　乾燥アセトニトリル（６５ｍＬ）中のＮ，Ｎ，Ｎ’，Ｎ’－テトラメチル－１，３－プ
ロパンジアミン（１０ｇ、７６．８ｍｍｏｌ）の溶液を圧力反応器に入れた。臭化エチル
（５．５８ｇ、５１．２ｍｍｏｌ）を添加し、反応器を密閉し、６０℃で１６時間加熱し
た。揮発性物質を減圧下で除去した。残渣をエチルエーテル（７５ｍＬ）で粉砕して、粗
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生成物を再結晶させた。白色沈殿を濾別し、エチルエーテルで洗浄し、真空オーブン中で
室温で３時間乾燥させて、３－（ジメチルアミノ）－Ｎ－エチル－Ｎ，Ｎ－ジメチルプロ
パン－１－アミノブロミド（収率１１．０６ｇ、６０％）を得た。
【００８９】
　３－（ジメチルアミノ）－Ｎ－エチル－Ｎ，Ｎ－ジメチルプロパン－１－アミノブロミ
ド（５．５０ｇ、２３．０ｍｍｏｌ）、ＫＦＳＩ（４．３７ｇ、２３．０ｍｍｏｌ）、お
よび、乾燥アセトン（１００ｍＬ）の混合物を、アルゴン下、５０℃で２時間撹拌した。
室温に冷却した後、固体を濾別し、溶媒を減圧下で除去して、粗生成物を得た。ジクロロ
メタン（７５ｍＬ）を粗生成物に加え、一晩放置した。白色沈殿を濾過し、濾液を減圧下
で濃縮して、純粋な３－（ジメチルアミノ）－Ｎ－エチル－Ｎ，Ｎ－ジメチルプロパン－
１－アミノビス（フルオロスルホニル）アミド（７．１２ｇ、収率９１％）を得た。1 H 
NMR (400 MHz, DMSO-d6)δ 3.33(q, 2H), 3.29 - 3.20(m, 2H), 2.98(s, 6H), 2.26(t, J
 = 6.6 Hz, 2H), 2.14(s, 6H), 1.85 - 1.73(m, 2H), 1.27 - 1.19(m, 3H)。
【００９０】
　実施例５
　２－（ジメチルアミノ）－Ｎ－（２－ヒドロキシエチル）－Ｎ，Ｎ－ジメチルエタン－
１－アミノビス（フルオロスルホニル）アミド。
【化１８】

【００９１】
　Ｎ，Ｎ，Ｎ’，Ｎ’－テトラメチル－１，２－エチレンジアミン（１５．０ｍＬ、１０
０ｍｍｏｌ）、２－ブロモエタノール（７．１ｍＬ、１００ｍｍｏｌ）、および、アセト
ニトリル（３０ｍＬ）の混合物をアルゴン下で撹拌し、６０℃で３時間加熱した。室温で
一晩放置した後、固体を濾別し、溶媒を減圧下で除去した。残った油をエチルエーテル（
２×１００ｍＬ）で洗浄し、４０℃の真空オーブン中で乾燥させて、固体の２－（ジメチ
ルアミノ）－Ｎ－（２－ヒドロキシエチル）－Ｎ，Ｎ－ジメチルエタン－１－アミノブロ
ミド（１３．５０ｇ、収率５６％）を得た。
【００９２】
　２－（ジメチルアミノ）－Ｎ－（２－ヒドロキシエチル）－Ｎ，Ｎ－ジメチルエタン－
１－アミノブロミド（７．２３ｇ、３０ｍｍｏｌ）、ＫＦＳＩ（６．５８ｇ、３０ｍｍｏ
ｌ）、および、乾燥アセトン（５０ｍＬ）の混合物を、アルゴン下、５０℃で３時間撹拌
した。室温で一晩貯蔵した後、固体を濾別し、溶媒を減圧下で除去した。残渣を室温で一
晩保持して、フラスコ底部に少量の固体堆積物を得た。油状物質をデカンテーションによ
り２－（ジメチルアミノ）－Ｎ－（２－ヒドロキシエチル）－Ｎ，Ｎ－ジメチルエタン－
１－アミノビス（フルオロスルホニル）アミド（９．５８ｇ、収率９３％）として分離し
た。1 H NMR(d6－DMSO)δ:3.83(m、2H)、3.44(m、4H)、3.11(s、6H)、2.66(m、2H)、2.21
(s、6H)。
【００９３】
　実施例６
　２－（ジメチルアミノ）－Ｎ－（２－エトキシエチル）－Ｎ，Ｎ－ジメチルエタン－１
－アミノビス（フルオロスルホニル）アミド。
【化１９】
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【００９４】
　Ｎ，Ｎ，Ｎ’，Ｎ’－テトラメチル－１，２－エチレンジアミン（１５．０ｍＬ、１０
０ｍｍｏｌ）、２－ブロモエチルエーテル（１１．３ｍＬ、１００ｍｍｏｌ）、および、
アセトニトリル（３０ｍＬ）の混合物をアルゴン下で撹拌し、６０℃で３時間加熱した。
溶媒を減圧下で蒸発させた。残渣をエチルエーテルで洗浄し、真空オーブン中５０℃で乾
燥させた。粗生成物を乾燥アセトン（１００ｍＬ）に懸濁し、２時間撹拌した。固体を濾
過し、真空オーブン中で乾燥させて、６％のアセトンを含有する２－（ジメチルアミノ）
－Ｎ－（２－エトキシエチル）－Ｎ，Ｎ－ジメチルエタン－１－アミノブロミド（３２．
１１ｇ、収率８２％）を得た。生成物をさらに乾燥することなく次の工程に使用した。
【００９５】
　６％のアセトン（９．４９ｇ、３３ｍｍｏｌ）を含む２－（ジメチルアミノ）－Ｎ－（
２－エトキシエチル）－Ｎ，Ｎ－ジメチルエタン－１－アミノ臭化物の混合物、ＫＦＳＩ
（７．２３ｇ、３３ｍｍｏｌ）、および、乾燥アセトン（５０ｍＬ）をアルゴン下、５０
℃で３時間撹拌した。室温に冷却した後、固体を濾過し、溶媒を減圧下で除去して、２－
（ジメチルアミノ）－Ｎ－（２－エトキシエチル）－Ｎ，Ｎ－ジメチルエタン－１－アミ
ノビス（フルオロスルホニル）アミド（１０．２６ｇ、収率８４％）を得た。1 H NMR (d

6-DMSO)δ: 3.78(m, 2 H), 3.56(t, J = 5.0 Hz, 2 H), 3.48(q, J = 7.0 Hz, 2 H), 3.4
6(m, 2 H), 3.10(s, 6 H), 2.66(m, 2 H), 2.21(s, 6 H), 1.14(t, J = 7.0 Hz, 3 H).
【００９６】
　ポリマー溶液の調製
　ｎ－ブチルアクリレート９５質量部、アクリル酸５質量部、および、酢酸エチル１２５
質量部を、窒素ガス入口を備えた冷却器に取り付けた撹拌フラスコに導入した。この混合
物を、窒素ガスを導入しながら室温で約１時間撹拌し、反応系から酸素を除去した。０．
２質量部のアゾビスイソブチロニトリル（ＡＩＢＮ）を添加し、得られた混合物の温度を
約６３℃±２℃に上昇させ、重合のために約５～６時間混合／撹拌した。反応停止後、ア
クリルポリマー含有溶液が得られ、固形分は約３０％であった。ポリマー溶液（Ｐ１）の
見かけの分子量は、約－５０℃のＴｇ（ガラス転移温度）で約８０万であると決定された
。
【００９７】
　粘着シートの調製
　上記のポリマー溶液と、上記のイオン性液体化合物（例えば、固体ポリマーの５．０重
量％）の１つと、固形ポリマー溶液１００ｇｍ当たり、Ｎ，Ｎ，Ｎ’，Ｎ’－テトラグリ
シジル－ｍ－キシレンジアミン等のエポキシ架橋剤０．０１ｇｍとを混合することによっ
て、接着シートを調製し、電気的に剥離可能な接着剤組成物を得た。調製した組成物を、
表面処理したＰＥＴセパレータ（剥離ライナー）［ＭＲＦ３８、日本の三菱化学社製］上
にコーティング／堆積させ、約１５０μｍ（ミクロン）の厚さで接着複合層を形成した。
次に、コーティングされたフィルムを１３０℃で約３分間加熱乾燥した。次いで、第２の
ＰＥＴセパレータ（剥離ライナー）を、露出した接着剤コーティング上に整列させて、層
状シート（ＰＥＴセパレータ／接着剤コーティング／ＰＥＴセパレータ）を得、次いで、
５０℃で約２０～２４時間エージング／乾燥させ、次いで、必要になるまで周囲条件下で
貯蔵した。
【００９８】
　接着剤イオン組成物の腐食試験
　ナノＡｌ被覆層に接着シートを適用する直前に、前述の剥離ライナーを除去した。上記
のような接着シートをアルミニウムフィルム（厚さ５０ｎｍのアルミニウム被覆ＰＥＴフ
ィルム［東レアドバンストフィルム、東京、日本］）の金属表面に塗布した。
【００９９】
　調製したフィルムを、６０℃／８５％相対湿度（ＲＨ）、８５℃／８５％ＲＨまたは８
０°Ｃ／９０％ＲＨ（ＥＳＰＥＣ北米、［Ｈｕｄｓｏｎｖｉｌｌｅ，ＭＩ，ＵＳＡ］、Ｃ
ｒｉｔｅｒｉｏｎ　Ｔｅｍｐｅｒａｔｕｒｅ＆Ｈｕｍｉｄｉｔｙ　Ｂｅｎｃｈｔｏｐ　Ｍ
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ｏｄｅｌ　ＢＴＬ－４３３）に設定した温度・湿度ベンチトップチャンバーに入れ、選択
した時間（最初は１時間）に定期的にチェックした。接着剤とアルミニウム箔との間の界
面を、アルミニウム箔の腐食性劣化および／または選択的に接着する接着剤中の金属の溶
解および／またはアルミニウム箔の孔食の指標について視覚的に検査した。腐食性が観察
された場合、時間を記録し、試料を腐食性であると示した。結果を下記表１に示す。
【０１００】
【表１】

【０１０１】
　接着試験
　接着性の試験は、特開２０１７－０９５５９０号公報および／または国際公開第２０１
７／０６４９１８号パンフレットに記載され、図３に示されている方法で行った。
【０１０２】
　図３に示されるように、粘着材料３０３は２５ｍｍ幅の導電基板３０１に、長さ１００
ｍｍを塗布し、また、１０ｍｍ～２５ｍｍ幅が３０１より１００ｍｍ長い別の伸縮導電性
層３０２（例えば、アルミホイルおよび／またはＰＥＴのような金属化プラスチックフィ
ルム）に、２ｋｇのローラおよびロールプレスにより積層した。
【０１０３】
　ボンディング／ボンディングテスタ（Ｍａｒｋ－１０，Ｃｏｐｉａｇｕｅ，Ｎｅｗ　Ｙ
ｏｒｋ，ＵＳＡ，ｍｏｄｅｌ　ＥＳＭ３０３モータリゼーション／コンプレッションスタ
ンド）はＭａｒｋ－１０フォースゲージ（Ｓｅｒｉｅｓ　７－１０００）を搭載し、下部
および上部クランプを備えていた。図２の導電性基板３０１は実施例２で説明したように
、下部クランプ上に固定され、次いで、電源３０４（Ｐｒｏｔｅｋ　ＤＣ電源３００６Ｂ
）の正極に電気的に接続された。図２の最上層３０２は、同じ直流電源の負極と接続され
ている上部クランプに固定されていた。電源は０～１００ＶＤＣの出力範囲を有していた
。移動／剥離速度は３００ｍｍ／ｍｉｎに設定した。
【０１０４】
　動的試験では、剥離または剥離が始まってから数秒後に電圧を印加し、力計からの時間
と剥離強度の読みをデータ収集システム（Ｍａｒｋ－１０　ＭＥＳＵＲｇａｕｇｅ　Ｐｌ
ｕｓ）で記録した。図４は、化合物Ｃ３を５重量％の濃度でドープした接着材料に１０Ｖ
ＤＣを適用した場合の１８０°剥離強度の経時変化を示す。
【０１０５】
　静的剥離試験では、試料を試験機に固定し、同様に電源に接続した。最初の１８０度剥
離は同じ剥離速度で測定した。その後、剥離を停止した。ＤＣ電圧（例えば、１０ＶＤＣ
）がしばらく印加された（例えば、１０秒）。その後、３００ｍｍ／ｍｉｎの同一剥離速
度で剥離強度を測定した。化合物Ｃ３からの同じ接着剤サンプルについて、初期剥離強度
は５．０Ｎ／ｃｍであり、１０ＶＤＣを１０秒間適用した後の残留接着剥離強度は～１で
ある。
【０１０６】
　以上から、本開示の様々な実施形態が例示の目的で本明細書に記載されており、本開示
の範囲および精神から逸脱することなく、様々な修正を行うことができることが理解され
よう。したがって、本明細書で開示される様々な実施形態は限定することを意図するもの
ではなく、真の範囲および精神は以下の特許請求の範囲によって示される。
【０１０７】
　本明細書中に列挙される全ての参考文献は、その全体が特定の参考として本明細書中に
援用される。
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